
議案第１５８号 

さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例の制定について

さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

平成２６年９月３日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

さいたま市生活環境の保全に関する条例の一部を改正する条例

さいたま市生活環境の保全に関する条例（平成２０年さいたま市条例第４６号）の

一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（定義） （定義）

第６０条 この節において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

第６０条 この節において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］

⑶ 受注者 建築物その他の工作物（以下この節

において「建築物等」という。）を解体し、改

造し、又は補修する作業を伴う建設工事（当該

建設工事が石綿排出等工事に該当しないことが

明らかなものとして規則で定めるものを除く。

以下この節において「解体等建設工事」という。

）を施工しようとする者で、当該建設工事（他

の者から請け負ったものを除く。）を発注する

者（以下この節において「発注者」という。）

から直接請け負う者をいう。

⑶ 施工者 建築物その他の工作物（以下この節

において「建築物等」という。）を解体し、改

造し、又は補修する作業を伴う建設工事を施工

しようとする者で、当該建設工事（他の者から

請け負ったものを除く。）を発注する者（以下

この節において「発注者」という。）から直接

請け負う者をいう。

（解体等建設工事に係る事前調査及び説明等） （事前調査）

第６１条 受注者は、石綿含有建築材料の使用の有

無その他の規則で定める事項について、規則で定

めるところにより調査を行うとともに、当該解体

等建設工事の発注者に対し、当該調査の結果につ

いて、規則で定める事項を記載した書面を交付し

て説明しなければならない。この場合において、

当該解体等建設工事が石綿排出等工事に該当する

ときは、規則で定める事項を書面に記載して、こ

第６１条 施工者は、あらかじめ、解体し、改造し、

又は補修しようとする建築物等に係る石綿含有建

築材料の使用の有無その他の規則で定める事項に

ついて、規則で定めるところにより調査しなけれ

ばならない。



れらの事項について説明しなければならない。 

２ 前項前段の場合において、解体等建設工事の発

注者は、当該解体等建設工事の受注者が行う同項

の調査に要する費用を適正に負担することその他

当該調査に関し必要な措置を講じることにより、

当該調査に協力しなければならない。 

３ 解体等建設工事を請負契約によらないで自ら施

工する者（以下この節において「自主施工者」と

いう。）は、当該解体等建設工事が石綿排出等工

事に該当するか否かについて調査を行わなければ

ならない。 

（事前調査の結果の掲示等） （事前調査の結果の表示等）

第６２条 前条第１項又は第３項の規定による調査

を行った者は、当該調査の結果、石綿含有建築材

料の使用が確認されたときは、当該使用が確認さ

れた建築物等に係る石綿排出等工事に着手する日

の７日前から当該石綿排出等工事が完了するまで

の間、規則で定めるところにより、当該調査の結

果その他規則で定める事項を当該石綿排出等工事

の場所において公衆に見やすいように掲示すると

ともに、その内容を工事関係者に周知し、石綿飛

散防止対策の徹底を指示しなければならない。

第６２条 施工者は、前条の規定による調査の結果、

石綿含有建築材料の使用が確認されたときは、当

該使用が確認された建築物等に係る石綿排出等工

事に着手する日の７日前から当該石綿排出等工事

が完了するまでの間、規則で定めるところにより、

当該調査の結果その他規則で定める事項を見やす

い箇所に表示するとともに、その内容を工事関係

者に周知し、石綿飛散防止対策の徹底を指示しな

ければならない。

２ 前条第１項又は第３項の規定による調査を行っ

た者は、当該調査の結果、石綿含有建築材料の使

用が確認されなかったときは、当該解体等建設工

事の着手日から完了日までの間、その旨を当該解

体等建設工事の場所において公衆に見やすいよう

に掲示しなければならない。

２ 施工者は、前条の規定による調査の結果、石綿

含有建築材料の使用が確認されなかったときは、

当該建設工事の着手日から完了日までの間、その

旨を見やすい箇所に表示するよう努めなければな

らない。

（作業実施基準及び敷地境界基準の遵守義務等） （作業実施基準及び敷地境界基準の遵守義務等）

第６５条 石綿排出等工事を施工する者は、作業実

施基準及び敷地境界基準を遵守しなければならな

い。

第６５条 石綿排出等工事の施工者は、作業実施基

準及び敷地境界基準を遵守しなければならない。

２ 作業実施基準に基づき石綿の濃度を測定した石

綿排出等工事を施工する者は、当該石綿の濃度が

敷地境界基準を超えたことを確認したときは、直

ちに、その測定結果を市長に報告しなければなら

ない。

２ 作業実施基準に基づき石綿の濃度を測定した施

工者は、当該石綿の濃度が敷地境界基準を超えた

ことを確認したときは、直ちに、その測定結果を

市長に報告しなければならない。

（石綿濃度の測定計画の提出等） （石綿濃度の測定計画）

第６６条 作業実施基準に基づき石綿の濃度を測定

しようとする発注者又は自主施工者は、石綿排出

等作業の開始の日の１４日前までに、規則で定め

るところにより、作業実施基準に基づく石綿の濃

度の測定に関する計画（以下この節において「測

定計画」という。）を市長に提出しなければなら

ない。

２ 石綿排出等作業の受注者は、発注者に対し、測

定計画について、規則で定めるところにより、書

第６６条 作業実施基準に基づき石綿の濃度を測定

しようとする施工者は、石綿排出等作業の開始の

日の１４日前までに、規則で定めるところにより、

作業実施基準に基づく石綿の濃度の測定に関する

計画（以下この節において「測定計画」という。

）を市長に提出しなければならない。



面を交付して説明しなければならない。 

（石綿排出等作業完了報告書の提出等） （石綿排出等作業完了報告書の提出等）

第６７条 前条第１項の規定により測定計画を提出

した発注者又は自主施工者は、石綿排出等作業が

完了したときは、その日から３０日以内に、規則

で定めるところにより、測定計画に基づき実施し

た石綿の濃度の測定結果及び石綿排出等作業の実

施状況について市長に報告しなければならない。

２ 石綿排出等作業の受注者は、発注者に対し、測

定結果及び実施状況について、規則で定めるとこ

ろにより、書面を交付して説明しなければならな

い。 

第６７条 前条の規定により測定計画を提出した施

工者は、石綿排出等作業が完了したときは、その

日から３０日以内に、規則で定めるところにより、

測定計画に基づき実施した石綿の濃度の測定結果

及び石綿排出等作業の実施状況について市長に報

告しなければならない。

（勧告） （勧告）

第６８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、これらの行為を行うべきことを勧告する

ことができる。 

⑴ 受注者が第６１条第１項の規定による調査を

行っていないとき。 

⑵ 自主施工者が第６１条第３項の規定による調

査を行っていないとき。 

⑶ 受注者又は自主施工者が第６２条第１項の規

定による掲示を行っていないとき。 

⑷ 石綿排出等工事を施工する者が第６５条第２

項の規定による報告を行っていないとき。 

⑸ 発注者又は自主施工者が第６６条第１項の規

定による測定計画の提出又は第６７条第１項の

規定による報告を行っていないとき。

第６８条 市長は、施工者が第６１条の規定による

調査、第６２条第１項の規定による表示、第６５

条第２項若しくは第６７条の規定による報告又は

第６６条の規定による測定計画の提出をしなかっ

たときは、当該施工者に対し、これらの行為を行

うべきことを勧告することができる。

２ 市長は、第６６条第１項の規定による測定計画

の提出があった場合において、その測定計画の内

容が適当でないと認めるときは、その提出の日か

ら１４日以内に限り、その測定計画を提出した発

注者又は自主施工者に対し、測定計画の内容の変

更を勧告することができる。

２ 市長は、第６６条の規定による測定計画の提出

があった場合において、その測定計画の内容が適

当でないと認めるときは、その提出の日から１４

日以内に限り、その測定計画を提出した施工者に

対し、測定計画の内容の変更を勧告することがで

きる。

３ 市長は、石綿排出等工事を施工する者が当該石

綿排出等工事において作業実施基準又は敷地境界

基準を遵守していないと認めるときは、当該石綿

排出等工事の受注者又は自主施工者に対し、期限

を定めて、作業実施基準に従うべきことを勧告し、

又は当該石綿排出等作業の一時停止を勧告するこ

とができる。

３ 市長は、石綿排出等工事の施工者が当該石綿排

出等工事において作業実施基準又は敷地境界基準

を遵守していないと認めるときは、その施工者に

対し、期限を定めて、作業実施基準に従うべきこ

とを勧告し、又は当該石綿排出等作業の一時停止

を勧告することができる。

（発注者の配慮） （発注者の配慮）

第７０条 ［略］ 第７０条 ［略］

２ 石綿排出等工事の発注者は、当該石綿排出等工

事を施工する者に対し、施工方法、工期、工事費

その他当該石綿排出等工事の請負契約に関する事

項について、作業実施基準又は敷地境界基準の遵

守を妨げるおそれのある条件を付さないように配

２ 石綿排出等工事の発注者は、当該石綿排出等工

事の施工者に対し、施工方法、工期等について、

作業実施基準又は敷地境界基準の遵守を妨げるお

それのある条件を付さないように配慮しなければ

ならない。



慮しなければならない。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２６年１１月１日から施行する。

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に、この条例による改正前のさいたま市生活環境の保全に

関する条例第６６条の規定により測定計画が提出された石綿排出等作業については、

なお従前の例による。


